
厚生労働省 





番号 制度名

厚労01 地域における医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度の延長等

厚労02 電子処方箋の運用に係る税制上の所要の措置

厚労03 生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度の適用期限の延長

厚労04 社会保険診療報酬に係る非課税措置

厚労05 医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る軽減措置

 厚生労働省
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（評価実施府省：厚生労働省）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人事業税 所得税

関係条項

要望内容

創設年度 S54 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2厚労01）

　地域における医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度の延長等
　（医療用機器等の特別償却）

措置内容

平成30年度時点  　高度医療の提供に資する又は先進的な医療用機器の取得等をした場合には、取得価額の12％の特別償却がで
きる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

 　対象機器の見直し等を行った上、勤務時間短縮用設備等の特別償却措置及び構想適合病院用建物等の特別
償却措置を追加

【基本情報】

 制度名
（措置名）

　租税特別措置法第45条の2、第68条の29

過去の政策評価の実績

・ 長時間労働の実態が指摘される医師の勤務時間の短縮に資する設備の導入を促すことで、医師の働き方改革を
推進し、医師の健康を確保し地域において安全で質の高い医療を提供すること。
・ 地域医療提供体制の確保のため、設備投資に係る負担を軽減することで病床の再編等を促進すること。
・ 医学医術の進歩に応じた高度又は先進的な医療機器の普及促進及び充実化を図り、安心で安全な最新の医療
技術を提供することで、地域において良質かつ適切な医療を提供すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 措置の適用期限を令和5年3月31日まで2年間延長する。

　H22厚労14、H24厚労02、H26厚労
04、H28厚労02、H30厚労03

H23 1,127 4,058,626 19.9% 558,589

H24 1,160 3,795,405 20.9% 492,179

H25 1,075 3,363,286 22.9% 436,238

H26 842 2,357,556 17.3% 311,369

H27 699 2,077,722 22.8% 260,719

H28 702 2,215,726 26.3% 263,174

H29 676 2,155,254 33.5% 241,590

H30 617 2,568,974 40.7% 287,168

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載
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＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2厚労02）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 － 区分 新設

　ー

過去の政策評価の実績

　少子高齢化に伴う医療・介護サービスの担い手の減少が進む中で、健康・医療・介護分野のデータやICTを積極的に活用することにより、国民一人ひとりの健康寿命の延伸や国民の利便性向上を図る
とともに、医療や介護現場において、サービスの質を維持・向上しつつ、その効率化や生産性の向上を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

オンライン資格確認等システムを基盤とした電子処方箋の仕組みの検討を行い、その結果を踏まえ、税制上の所要の措置を講ずる。

 ー

【基本情報】

 制度名
（措置名）

（評価実施府省：厚生労働省）

 電子処方箋の運用に係る税制上の所要の措置
　（ー）

措置内容

平成30年度時点 　ー

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　ー

　ー

【R2 厚労02】-174-
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（評価実施府省：厚生労働省）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S55 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2厚労03）

　生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度の適用期限の延長
　（共同利用施設の特別償却）

措置内容

平成30年度時点  　生活衛生同業組合又は生活衛生同業小組合が、共同利用施設の取得等をした場合には、取得価額の6％の特
別償却ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

　租税特別措置法第44条の3、第68条の24

過去の政策評価の実績

 　生活衛生同業組合等が振興事業として共同利用施設事業を行う場合につき、税制上の特別措置を設けることに
より、零細な営業者が大半を占める生活衛生関係営業者の協業化等による合理化、省力化等を推進し、生産性を
向上させ、もって営業者の経営基盤の強化を図ること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和5年3月31日まで2年間延長する。

 　H22厚労16、H23厚労09、H24厚労
15、H26厚労09、H28厚労03、H30厚
労06

H23 1 1,073 － 150

H24 0 － － －

H25 0 － － －

H26 0 － － －

H27 0 － － －

H28 0 － － －

H29 0 － － －

H30 0 － － －

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載
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【適用状況】

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S27 区分 延長

　地方税法第72条の23

過去の政策評価の実績

　国民皆保険制度の下で、社会保険診療報酬という低廉な公定価格により、フリーアクセスで国民に必要な医療を提供し、地域の医療提供体制の整備・拡充を図るこ
と。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

　H26厚労20、H27厚労09、R1厚労02

措置内容

平成30年度時点 　医療法人等については、社会保険診療報酬につき支払を受けた金額は益金の額に算入せず、社会保険診療報酬に係る経費は損金の額に算入しない。

令和元年度税制改正以後

令和２年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

（評価実施府省：厚生労働省）＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2厚労04）

　社会保険診療報酬に係る非課税措置
　（社会保険診療報酬の益金・損金不算入措置）

H23 753,311,123

H24 774,715,165

H25 689,786,978

H26 593,626,895

H27 582,550,165

H28 551,381,013

H29 466,780,084

H30 538,465,356

適用総額
（法人事業税・千円）

※「地方税における税負担軽
　減措置等の適用状況等に
　関する報告書」（総務省）
　に基づき記載
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【適用状況】

政策目的

法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S27 区分 延長

　地方税法第72条の24の7

過去の政策評価の実績

　地域における医療提供体制の中核を担う医療法人について、本特例措置を適用することにより、経営基盤の強化に資するよう下支えを行い、もって地域の安定的・継
続的な医療提供体制の整備・拡充を図ること。

評価対象税目
義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

　H26厚労21、H27厚労10、R1厚労03

努力義務対象

措置内容

平成30年度時点 　医療法人を特別法人とし、所得のうち年400万円を超える金額については4.6％の軽減税率を適用する。

令和元年度税制改正以後

令和２年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2厚労05） （評価実施府省：厚生労働省）

　医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る事業税の軽減措置
　（医療法人に係る税率の特例措置）

H23 1,790,756

H24 1,724,425

H25 1,960,754

H26 1,718,203

H27 1,979,951

H28 2,523,386

H29 2,124,957

H30 2,056,923

適用総額
（法人事業税・千円）

※「地方税における税負担軽
減措置等の適用状況等に
関する報告書」（総務省）
に基づき記載
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